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平成２８年度 税制改正解説
個人所得課税～非居住者に係る住宅取得等措置の拡充

〇非居住者が平成28年4月1日以後に住宅の新築若しくは取得又は増改築等をする場合について適用される。

１．改正の概要

２．今後の注目点

速 報

5

内容

①住宅借入金等を有する場合の所得税額・個人住民税額の特別控除

②特定の増改築等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除の控除額に係る特例

③ 既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除

④ 既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除

⑤ 認定住宅の新築等をした場合の所得税額の特別控除

⑥東日本大震災の被災者等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額・個人住民税額の特別控除等の重複適用に係る特例

⑦東日本大震災の被災者等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額・個人住民税額の特別控除の控除額に係る特例

・非居住者が、非居住者である期間中に住宅の新築若しくは取得又は増改築等をした場合において、居住者と同様の一定の
要件を満たすときは、以下の住宅取得等に係る措置が適用できることとされます。

・住宅借入金等特別控除等の適用を受ける者が、海外赴任等により非居住者となる場合においても、非居住者である年分につい
て特別控除等の適用を受けることができるどうか。


